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 四半期純利益は、前年同期比150億円、26％増益の720億円となり第3四半期累計と

して、過去最高益を更新いたしました。

 スペシャルティ事業分野が航空機・不動産事業の伸長を主因として74億円の増益と

なったことに加え、政策保有株の売却益の計上もあり、前年同期比150億円の増益と

なりました。

 通期計画への進捗率は、政策保有株式の売却益を期初計画に織り込んでいなかったこ

ともあり、標準進捗率75％を15ポイント上回る90％まで進捗しているほか、KPIで

あるROEについても、年換算で10.8％となりました。

 政策保有株式の売却益を除いても、中期経営計画2027の2年目として順調に進んで

いると評価しております。
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 経常利益は、105億円増益の1,017億円、総資産純利益率であるROAは0.3ポイント

上昇し、1.5％となりました。

 セグメント資産残高は513億円増加の5兆7,718億円、自己資本は、359億円増加の

9,081億円、自己資本比率は0.3ポイント上昇の13.8％となりました。

 ドル建取引が増えており、為替レートの変動が業績や財政状態に影響を与えておりま

す。

 PLは期中のアベレージレートが151円と円安の効果を享受、BSは海外子会社のバラ

ンスシートの換算が142円と一時的に円高になった影響により自己資本が減少し、

ROE改善の要因となりました。
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 国内リース事業分野は、円金利上昇に伴う資金原価の増加を打ち返したものの、基幹

システムのモダナイズ化を目的としたシステム経費を主因に、販管費が増加したこと

などにより、経常利益は前年同期比4億円の減益、純利益は1億円の減益となりまし

た。

 計画対比の進捗率は、69％と標準進捗率75％に対して6ポイントビハインドしてい

る状況です。国内リース事業分野は大口の売却益が見込みづらく、計画達成までは更

なる利益の積み上げが必要な状況です。

 先月、日本の政策金利が0.5%に引き上げられましたが、金利上昇の影響に関して少

し補足いたします。

 業績は先行してコスト上昇の影響を受けざるを得ませんが、当社の新規取引の運用利

回りは、市場金利の上昇をしっかりと捉えており、厳しい国内マーケットの中で一定

の評価はできると考えております。

 今後、金利上昇は緩やかなペースとなる見通しであり、政策金利も一定水準で留まる

ことが想定されますので、金利上昇を新規取引で着実にカバーできれば、業績への大

きな影響はないものと評価しております。
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 日本カーソリューションズは、車両売却益の増加に加え、再リース収益が伸長したこ

となどにより、経常利益は前年同期比14億円の増益となりました。

 ニッポンレンタカーサービスは、1台あたりの貸渡単価上昇が寄与し、経常利益は16

億円の増益となりました。

 この結果、オートモビリティ全体の経常利益は22億円の増益、純利益は8億円の増

益、車両売却益が高水準であったこともありますが、計画対比進捗率は82％と標準

進捗率75％を上回っている状況であります。

 12月決算であるニッポンレンタカーサービスの4Qは、前年同期比10億円増益の30

億円、通期においても前期比27億円増益の171億円と、3期連続で過去最高益を更新

する見通しです。

 オートモビリティ全体の見通しは、通期計画達成に向けて堅調に推移していると評価

しております。

 ニッポンレンタカーの貸渡単価上昇にはいくつかの要因がありますが、現在取り組ん

でいる「店舗パワーアップ計画」の効果が着実に浸透していることも要因の1つとな

ります。

 スライド14ページの右側では、レンタカーの売上高を店舗パワーアップ前の2019年

対比で示しております。ニッポンレンタカー全体のレンタカー売上高は、コロナ前の



2019年度と比較して2024年度は約1.2倍に増加している一方、2023年度までにパ

ワーアップが完了した97店舗は、同様の期間の比較で売上高が約1.5倍に伸びている

ことがお分かりいただけると思います。

 スライド14ページでは、今年の春にリニューアルを控えている仙台空港営業所と軽井

沢北口営業所の写真も掲載しております。仙台空港営業所は、移転により全国最大級

の店舗面積に、軽井沢北口営業所は、周辺の景観との調和をコンセプトとしたデザイ

ンにしつつ敷地を拡張いたしますので、皆さまもご機会あればぜひお立ち寄りくださ

い。

 今後も移転・リニューアルによる店舗パワーアップ計画を推進し、稼ぐ力の強化を目

指してまいります。
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 スペシャルティ事業分野は、航空機や不動産、事業投資等を主因に、経常利益は前年

同期比102億円の増益、純利益は74億円の増益となりました。

 航空機について、ACGの経常利益は、機体売却益の大幅な増加や前年同期に計上した

貸倒費用剥落等を主因に、前年同期比33億円の増益となりました。その他の航空機事

業については、中古のパーツ売買などを手掛ける持分法適用関連会社のGATの業績な

どが牽引し、増益となりました。

 船舶は、売却益の減少と、持分法関連会社で発生した為替評価損を主因に38億円の減

益となりました。

 不動産は、海外不動産における売却益などにより、41億円の増益となりました。

 事業投資等はプリンシパル・インベストメント事業における売却益の増加などによ

り、31億円の増益となりました。

 計画対比進捗率が92％とパーペースを大幅に上回っていることに加えて、好調な航空

機マーケットを追い風に、4QもACGにおいて機体売却を予定しており、通期計画の達

成が見えている状況です。

 航空機マーケットの見通しですが、来期以降も引き続き好調に推移すると見込んでお

ります。OEMの機体供給能力は未だ十分に戻っておらず、旺盛な旅客需要に対して航

空機が不足している状況であり、エアラインが航空機を確保する動きが非常に活発化

しております。



 こうしたマーケットの動きに伴い、再リース需要や、中古航空機の整備に必要なエン

ジン・パーツ需要も堅調に推移しており、ACGおよびGATなど航空機事業における収

益は底堅く拡大していくものと見込んでおります。

 当社の航空機事業はリースを中心とするストックビジネスのACG、トレーディングを

主体とするGATを主軸としております。

 ACGは、今後も安定した成長の見込める航空機リース需要を取り込みつつ、アセット

拡大ありきではなく、TCのグループ会社としてROAを重視し、一定程度の機体売却益

による収益力向上を図るべく、トレーディング機能を強化しております。

 OEMの問題に起因し、オーダー機体の受領時期は一定程度の遅れが見込まれますが、

金利水準の高止まりにより、機体の調達手段としてセール・アンド・リースバックを

活用するエアラインや、アセット売却による資金調達を図る航空機レッサーが出てき

ており、まとまったアセット獲得の機会も増加しております。

 こうした機体の仕入れを積極的に行い、仕入れ・売却のバランスを取ったアセット戦

略を取っていく計画です。

 GATはエンジンやパーツ売買など資産回転が軸であり、中古機体やパーツの仕入れ強

化により、更なるトレーディング収益の向上を図っていきます。直近では、エアライ

ンから大口の機体購入を実現するなど、今後もエアラインとのリレーション活用によ

る仕入れ活動に注力していきます。

 航空機事業全体の経常利益は、ロシアによるウクライナ侵攻の影響を受けた2022年

度以降、堅調に回復しております。中期経営計画2027の達成に向け、航空機事業は

スペシャルティ事業分野のコア事業として、更なる利益および資産効率の向上を目指

しております。
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 アジアは為替差益の発生を主因に増益、米州・欧州はCSIの二次収益の減少によって、

現地通貨ベースでは減益となりましたが、円ベースでは円安効果により増益となりま

した。この結果、国際事業分野全体の経常利益は33億円、純利益は31億円の増益と

なりました。

 計画対比の進捗率は75％と、堅調に推移しております。

 CSIの業績は4Qにかけて増加するリース満了物件の収益化によって、通期ベースで増

益となる見通しです。

 CSI個社の3Q決算は、税前利益が500万ドルの減益となりましたが、二次収益が4Q

に拡大する見通しであり、通期ベースでは増益を見込んでおります。

 北米を中心とした旺盛なIT需要の取り込みを図るほか、顧客のグローバル展開に応じ

た拠点ネットワークの拡大など、引き続き強い成長を見込んでおります。

 CSI以外においても、4Qで有価証券等の売却益を見込まれるなど、事業分野全体の年

間計画の達成に向けて順調に推移しております。
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 環境インフラ事業分野は、前年同期に計上した一過性利益の反動減、海外投資案件の

資金コストの先行負担などの要因で、経常利益は前年同期比31億円、純利益は27億

円の減益となりました。

 進捗率は、32％と大幅にビハインドしており、年度計画の達成に向けたハードルは

相応に高い状況です。

 一方、将来に向けた成長投資は着実に進捗しております。昨年12月にリリースして

おりますが、海外の再生可能エネルギー投資の第3弾として、イタリアのシチリア島

において2件の太陽光発電所の開発権益を取得いたしました。

 今回の出資は、当社とのリレーションが深い再エネ発電資産のアセットマネージャー

との協業であり、良質な案件を獲得できたものと考えております。

 伊藤忠をはじめ、その分野の主要プレーヤーとのリレーションを活用した案件パイプ

ラインは多くあり、着実に取り組んでいく計画です。

 また、リスク分散の観点から海外案件は米国一極集中ではなく、法制度の整っている

欧州への投資も進めるなど、ポートフォリオのバランスにも配慮しながら推進してい

く計画です。



 最後となりますが、2024年度の年度計画800億円達成というゴールは見えてきている

状況です。

 単年度業績も大切でありますが、我々としては中長期的な成長を意識したPXやポート

フォリオマネジメントをしっかりと取り組んでいきたいと考えております。
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